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トピックス1　大腸菌による植物系バイオマスからのバイオディー ゼルの生産
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図表　枯草菌によって回転する小型歯車
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発度では韓国 0.879 対日本 0.715、
オンラインサービスでは 1.000 対
0.673、通信インフラストラクチャ
では 0.639 対 0.524、人的資源では
0.993 対 0.950、市民の参加では
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図表 2　ユーザビリティ向上プロセスの 4つの局面と構造Ԙޓ࡙࡯ࠩࡆ࡝࠹ࠖะ਄ޓߩၮᧄᣇ㊎ߣ⋡ᮡߩ⸳ቯԙޓ೑↪⠪․ᕈߣᬺോޓߩᛠី࡮ᬌ⸛Ԛ ࡙࡯ࠩࡆ࡝࠹ࠖะ਄ࠍޓታ⃻ߔࠆߚ߼ߩᛛⴚᬌ⸛ԛޓ࡙࡯ࠩࠗࡦ࠲ࡈࠚ࡯ࠬޓߩᬌ⸛ฦ೑↪⠪ጀߩ․ᕈ╬㧔ᄙ᭽ߥ೑↪⠪㧕













































































































































































































































































5   電子政府の抜本的改善
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年間約 7,000 万トンの CO2 排出を
抑制していることになる。この値


































科 学 技 術 動 向　2010年 3月号
22












































ᮨⷙജ಴⒓ฬ 㪈㪇 ਁ 㫂㪮એ਄ᄢ䇭᳓ജ 㪈ਁ䌾 㪈㪇 ਁ 㫂㪮ਛ䇭᳓ജ 㪈㪃㪇㪇㪇 䌾 㪈 ਁ 㫂㪮ዊ䇭᳓ജ 㪈㪇㪇 䌾 㪈㪃㪇㪇㪇㫂㪮䊚䊆䇭᳓ജ 㪈㪇㪇㫂㪮ਅએ䊙䉟䉪䊨䇭᳓ജ
図表 3　落差を得る方法による分類
科学技術動向研究センターにて作成
ᴺᣇ䉎ᓧ䉕Ꮕ⪭⒓ฬ᳓〝ᑼ Ꮉ䈱਄ᵹ䈱ႍ䈎䉌᳓䉕ข䉍౉䉏䇮 ዉ᳓〝䈮䉋䉍⪭Ꮕ䈏ᓧ䉌䉏䉎䈫䈖䉐䉁䈪᳓䉕ዉ䈐⊒㔚䈜䉎ᣇᑼ䇯䉻䊛ᑼ㩷䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䉻䊛䉕▽ㅧ䈚䇮 䈠䈱㜞䈘䈮䉋䈦䈩⪭Ꮕ䉕ᓧ䈩䉻䊛⋥ਅ䈪⊒㔚䈜䉎ᣇᑼ䇯㩷䉻䊛᳓〝ᑼ㩷䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䉻䊛ᑼ䈫᳓〝ᑼ䉕⚵䉂ว䉒䈞䈢ᣇᑼ䇯㩷䈠䈱ઁ 䋨ᣢ⸳⸳஻䈱ㆆભ⪭Ꮕ䉕೑↪䈜䉎ᣇᑼ䋩 ㄭᐕ䇮 ㄘᬺ↪᳓〝䇮 ⍾㒐ႍႇ䇮 ਄ਅ᳓㆏ᣉ⸳╬䈱䉟䊮䊐䊤ᣉ⸳䈭䈬䈱ㆆભ⪭Ꮕ䉇ᵹ᳓䉕೑↪䈚䈩⊒㔚䈜䉎ᣇᑼ䈏⹜䉂䉌䉏䈩䈇䉎䇯㩷
図表 4　水の使い方による分類
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注：設備利用率（％）＝年間発電電力量（kWh）÷〔定格出力（kW）×年間運転時間〕
再生可能エネルギーとしての新たな時代の水力




















































































（参考） 年間電力消費量 世界：約 17600TWh　日本：約 1000TWh　※アジアは日本を含む
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ことを中間報告として 2009 年 6 月
に取りまとめた。また「再生可能エ
ネルギー全量買取に関するプロ
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2007 年の 17 年間で電力の使用量
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連合は 2009 年 2 月、農業用水を利
用した最大出力 340kW と 170kW
の水力発電所を完成させた。既設







































































2m の水路に直径 2.25m、幅 2m 金
属製下掛け水車を用いた実験では、
1 基あたり約 770W の発電が可能
であった 34）。使用した発電機は 1
基 60 万円以下であり、設備利用率

















































か ら も 喜 ば れ て い る。 出 力
100kW、使用水量 3m3／s、有効落























































































































では、流量 3.6m3／ s／m wide、落










落差 1.0 ｍ～ 10.3 ｍ、ランナー直





























































































































3-2-2　 ダム・発電所のリニュ  ー
アルによる発電利用の向上
　中国電力（株）の帝釈川発電所は、







落 差 を 有 効 活 用 し て、 既 設 の
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年 1 月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術




















































います。2005 年には 2 年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
科学技術動向研究センターとは
